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宇城久区域商工会議所・商工会広域連携協議会では、年２回（１月、７月）宇治・城陽・

久御山区域内に有する製造業、卸・小売業、飲食業、運輸・通信業、建設業、サービス業

の各業種を対象に景気動向を把握し、各企業における経営指針の資料としていただくため、

経営経済動向調査を実施しています。 

今回、令和元年７月期の調査結果がまとまりましたので、ご報告いたします。 

調査の要項は、次のとおりです。 

 

◆調 査 の 時 期  令和 元 年 ７月 

◆調査の対象期間  平成 30 年 ７月～   １２月 実  績 

          平成 31 年 １月～令和元年６月 実  績 

          令和 元 年 ７月～   １２月 予  測 

◆調 査 の 内 容  業界景気、操業度、生産・売上高、販売価格、営業利益、資金繰り、

借入れ、設備投資、雇用、経営上の問題点について 

◆調 査 の 対 象  宇治・城陽・久御山区域内に事業所（本店、支店、営業所等）を有

する企業１０００社 

◆調 査 の 方 法  郵送によるアンケート方式 

◆回 収 状 況  有効回答企業３７７社（３７.７％） 
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〔規模別内訳〕 

  Ａ規模企業  従業員２０人以上の企業 

  Ｂ規模企業  従業員１９人以下の企業 

 

〔有効回答企業の業種・規模別内訳〕 

 

業   種 企業数 

全 業 種 377 

製 造 業 188 

 

食 料 品 製 造 業 21 

茶 製 造 業 13 

繊 維 製 品 製 造 業 8 

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 7 

製 紙 ・ 印 刷 業 10 

一 般 化 学 製 品 製 造 業 21 

金 属 製 品 製 造 業 42 

機 械 器 具 製 造 業 40 

電 気 電 子 器 具 製 造 業 18 

金 銀 糸 加 工 業 8 

非 製 造 業      189 

 

卸 ・ 小 売 業 59 

飲 食 業 26 

運 輸 ・ 通 信 業 8 

建 設 業 49 

サ ー ビ ス 業 47 

規   模 企業数 

全 業 種 377 

製 造 業 188 

 

５０人以上 20 

３０人～４９人 16 

２０人～２９人 18 

１０人～１９人 38 

 ９人以下 96 

非 製 造 業      189 

 

 

 

５０人以上 10 

３０人～４９人 6 

２０人～２９人 11 

１０人～１９人 21 

 ９人以下 141 

 

 

 

 

 

  

〔Ｂ・Ｓ・Ｉ値について〕 

Ｂ・Ｓ・Ｉ（ビジネス サーベイ インデックス）とは、企業経営者の景気全般の見通

しについて、強気、弱気の度合いを示す。 

プラスならば「強気」「楽観」を、マイナス（▲）ならば「弱気」「悲観」を意味する。 

算定方式は、次のとおりです。 

 

上昇（増加）と回答した企業割合・・Ｘ（％） 

 

横バイと回答した企業割合   ・・Ｙ（％）  Ｘ＋Ｙ＋Ｚ＝１００（％） 

 

下降（減少）と回答した企業割合・・Ｚ（％） 

 

          Ｂ・Ｓ・Ｉ＝  Ｘ － Ｚ 

                    ２ 
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１．業界の景気 

業界の景気 
平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上上上上    

    

昇昇昇昇    

下下下下    

    

降降降降    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 20.6 31.3 ▲5.4 16.0 29.3 ▲6.6 11.711.711.711.7    38.638.638.638.6    ▲13.513.513.513.5    8.9 45.3 ▲18.2 

 製 造 業 23.4 28.7 ▲2.7 16.4 28.7 ▲6.2 9.69.69.69.6    41.241.241.241.2    ▲15.815.815.815.8    7.6 48.9 ▲20.7 

 

卸・小売業 15.5 44.8 ▲14.7 2.4 42.9 ▲20.2 10.210.210.210.2    49.249.249.249.2    ▲19.519.519.519.5    8.6 58.6 ▲25.0 

飲 食 業 8.3 50.0 ▲20.9 4.8 28.6 ▲11.9 3.83.83.83.8    50.050.050.050.0    ▲23.123.123.123.1    4.2 62.5 ▲29.2 

運輸・通信業 25.0 12.5 6.3 13.3 26.7 ▲6.7 12.512.512.512.5    12.512.512.512.5    0.00.00.00.0    0.0 12.5 ▲6.3 

建 設 業 28.6 14.3 7.2 27.6 13.8 6.9 22.522.522.522.5    20.420.420.420.4    1.11.11.11.1    16.3 20.4 ▲2.1 

サービス業 12.8 36.2 ▲11.7 17.4 36.2 ▲9.4 14.914.914.914.9    31.931.931.931.9    ▲8.58.58.58.5    10.9 36.9 ▲13.0 

Ａ規模企業 24.7 19.7 2.5 17.5 22.7 ▲2.6 14.814.814.814.8    33.333.333.333.3    ▲9.39.39.39.3    12.3 35.8 ▲11.8 

Ｂ規模企業 19.5 34.5 ▲7.5 15.5 31.4 ▲7.9 10.910.910.910.9    40.040.040.040.0    ▲14.614.614.614.6    7.9 47.9 ▲20.0 

 各企業に関する業界の景況感を全業種でみると、平成 30 年下期実績では「上昇」とした

企業が２０.６％、「下降」と回答した企業が３１.３％、ＢＳＩ値は▲５.４であったもの

が、令和元年上期実績では「上昇」と回答した企業が１１.７％に半減し、「下降」とした

企業も３８.６％と増加したことから、ＢＳＩ値は▲１３.５と景気が減退傾向にあること

を表す結果となった。令和元年下期予測についても「上昇」と「下降」の乖離幅が広がり、

ＢＳＩ値は▲１８.２と、先行きに悲観的な見方をしている企業が多い結果となった。 

 業種別に令和元年上期実績をみると、平成末期の好景気を牽引していた製造業のＢＳＩ

値が大幅に悪化、唯一プラスであった建設業においても、その数値は僅かなものである。

令和元年下期予測においては、全ての業種のＢＳＩ値がマイナスとなり、景気の厳しさが

続くと見られる。規模別にみると、上期実績ではＡ・Ｂ規模企業ともにＢＳＩ値はマイナ

スを示し、下期予測についても、さらに悲観的に捉えている企業が多い結果となった。 

  

２．自社の操業度 

自社の 

操業度 

平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上上上上    

    

昇昇昇昇    

下下下下    

    

降降降降    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 25.9 25.4 0.3 19.7 27.1 ▲3.7 17.617.617.617.6    33.733.733.733.7    ▲8.18.18.18.1    13.9 38.0 ▲12.1 

 

製 造 業 30.9 21.8 4.6 21.1 27.6 ▲3.3 17.117.117.117.1    34.734.734.734.7    ▲8.88.88.88.8    14.6 .8.3 ▲11.9 

卸・小売業 18.9 32.7 ▲6.9 9.5 31.0 ▲10.7 13.813.813.813.8    34.434.434.434.4    ▲10.310.310.310.3    8.9 48.2 ▲19.7 

飲 食 業 12.0 48.0 ▲18.0 23.8 28.6 ▲2.4 15.415.415.415.4    46.146.146.146.1    ▲15.415.415.415.4    4.0 60.0 ▲28.0 

運輸・通信業 25.0 12.5 6.3 13.3 20.0 ▲3.3 25.025.025.025.0    12.512.512.512.5    6.36.36.36.3    12.5 12.5 0.0 

建 設 業 28.5 16.3 6.1 26.3 15.8 5.3 22.522.522.522.5    24.524.524.524.5    ▲1.01.01.01.0    20.4 22.4 ▲1.0 

サービス業 19.6 30.5 ▲5.5 16.2 33.8 ▲8.8 19.619.619.619.6    34.734.734.734.7    ▲7.67.67.67.6    15.6 33.4 ▲8.9 

Ａ規模企業 33.3 19.8 6.8 21.4 20.4 0.5 23.423.423.423.4    32.132.132.132.1    ▲4.44.44.44.4    22.3 24.7 ▲1.2 

Ｂ規模企業 23.9 26.9 ▲1.5 19.1 29.3 ▲5.1 16.116.116.116.1    34.134.134.134.1    ▲9.09.09.09.0    11.5 41.8 ▲15.2 
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 各企業における操業度について、全業種平均のＢＳＩ値をみると、平成 30 年下期実績０.

３から８.４ポイントも下降し、令和元年上期実績では▲８.１とマイナス値となった。こ

れは前回調査時の上期予測▲３.７よりもさらに悪化しており、想定以上の落ち込みであっ

たことが伺える。また、令和元年下期予測のＢＳＩ値は▲１２.１で、多くの企業では今後

も落ち込むことを予測している。 

 業種別にみると、平成 30 年下期実績では業界の景気が減退する中にあって、自社の操業

度がプラスの業種もあったが、令和元年上期実績では、悪化する景気に伴い、製造業や建

設業など前期にプラスであった業種でもＢＳＩ値がマイナスになっており、操業度の低下

が顕著になってきている。また、唯一プラスであった運輸・通信業においても、令和元年

下期予測では、プラスマイナス０となり、全ての業種で操業度の低下が見込まれている。 

 規模別のＢＳＩ値では、前期実績がプラスのＡ規模企業でも、今期実績ではマイナスを

示している。また下期予測では改善を示すＡ規模企業に対し、Ｂ規模企業ではマイナス幅

が大きくなり、格差は再び拡大すると予測される。 

  

３．企業経営動向 

（１）生産又は売上高 

生産又は 

売上高 

平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増増増増    

    

加加加加    

減減減減    

    

少少少少    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 23.4 26.1 ▲1.4 16.9 26.5 ▲4.8 18.518.518.518.5    36.236.236.236.2    ▲▲▲▲8.98.98.98.9    13.4 39.5 ▲▲▲▲13.1 

 

製 造 業 27.9 24.0 2.0 17.2 26.0 ▲4.4 21.521.521.521.5    38.738.738.738.7    ▲▲▲▲8.68.68.68.6    14.8 40.1 ▲▲▲▲12.7 

卸・小売業 16.9 32.2 ▲7.7 11.9 33.3 ▲10.7 11.911.911.911.9    40.740.740.740.7    ▲▲▲▲14.414.414.414.4    8.5 50.8 ▲▲▲▲21.2 

飲 食 業 16.0 32.0 ▲8.0 19.0 28.6 ▲4.8 23.123.123.123.1    46.246.246.246.2    ▲▲▲▲11.611.611.611.6    4.0 52.0 ▲▲▲▲24.0 

運輸・通信業 25.0 0.0 12.5 14.3 21.4 ▲3.6 0.00.00.00.0    12.512.512.512.5    ▲▲▲▲6.36.36.36.3    12.5 12.5 0.0 

建 設 業 27.1 22.9 2.1 20.7 15.5 2.6 18.818.818.818.8    25.025.025.025.0    ▲▲▲▲3333.1.1.1.1    19.6 28.3 ▲▲▲▲4.4 

サービス業 13.3 31.1 ▲8.9 15.9 33.3 ▲8.7 15.215.215.215.2    30.430.430.430.4    ▲▲▲▲7.67.67.67.6    13.3 31.1 ▲▲▲▲8.9 

Ａ規模企業 28.4 19.8 4.3 19.6 18.6 0.5 19.819.819.819.8    39.539.539.539.5    ▲▲▲▲9.99.99.99.9    16.3 30.0 ▲▲▲▲6.9 

Ｂ規模企業 22.0 27.9 ▲3.0 16.1 29.1 ▲6.5 18.218.218.218.2    35.335.335.335.3    ▲▲▲▲8.68.68.68.6    12.6 42.1 ▲▲▲▲14.7 

 各企業における生産又は売上高について全体的にみると、平成 30 年下期実績のＢＳＩ値

▲１.４が、令和元年上期実績では▲８.９となった。また、前回調査時の上期予測▲４.

８よりもマイナス値の悪化が進む結果となった。また、令和元年下期予測のＢＳＩ値は▲

１３.１で、多くの企業では今後も落ち込むことを予測している。 

 業種別に令和元年上期実績のＢＳＩ値をみると、前期実績２.０の製造業が▲８.６にま

で悪化するなど、全ての業種においてマイナスとなっている。しかもこの上期実績は、前

期調査の上期予測と比べても、ほとんどの業種で悪化しており、令和元年下期予測におい

ても、この傾向は続くことから厳しい状況にある業種が多いといえる。 

 規模別にみると、Ａ規模企業のＢＳＩ値は平成 30 年下期実績から１４.２ポイントも低

下しマイナスとなり、Ｂ規模企業においては全期間を通してマイナスが続いていることか

ら、両規模とも苦しい状況が続くと見込まれている。 
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（２）製・商品販売価格 

製・商品 

販売価格 

平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上上上上    

    

昇昇昇昇    

下下下下    

    

降降降降    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 9.3 6.8 1.3 8.2 11.1 ▲1.4 8.68.68.68.6    10.610.610.610.6    ▲1.01.01.01.0    12.6 11.8 0.4 

 

製 造 業 8.4 5.6 1.4 5.2 11.5 ▲3.1 5.65.65.65.6    12.812.812.812.8    ▲3.63.63.63.6    6.7 12.9 ▲3.1 

卸・小売業 14.3 7.1 3.6 9.8 14.6 ▲2.4 19.619.619.619.6    5.45.45.45.4    7.17.17.17.1    29.8 8.8 10.5 

飲 食 業 0.0 4.0 ▲2.0 19.0 4.8 7.1 0.00.00.00.0    0.00.00.00.0    0.00.00.00.0    15.4 0.0 7.7 

運輸・通信業 0.0 0.0 0.0 16.7 8.3 4.2 0.00.00.00.0    14.314.314.314.3    ▲7.27.27.27.2    0.0 14.3 ▲7.2 

建 設 業 18.2 9.1 4.6 13.2 9.4 1.9 17.817.817.817.8    8.98.98.98.9    4.54.54.54.5    18.2 11.4 3.4 

サービス業 4.7 11.6 ▲3.5 6.6 11.5 ▲2.5 4.44.44.44.4    15.615.615.615.6    ▲5.65.65.65.6    9.1 18.2 ▲4.6 

Ａ規模企業 8.9 5.1 1.9 5.4 7.5 ▲1.1 7.67.67.67.6    11.411.411.411.4    ▲1.91.91.91.9    7.6 7.6 0.0 

Ｂ規模企業 9.5 7.3 1.1 9.1 12.2 ▲1.6 8.98.98.98.9    10.410.410.410.4    ▲0.80.80.80.8    14.1 13.0 0.6 

 各企業における製品又は商品の販売価格を全体的にみると、ＢＳＩ値は平成 30 年下期実

績１．３のプラスから、令和元年上期実績▲１.０と若干ではあるがマイナス値を示した。

令和元年下期予測では、再びプラス０.４と改善することが見込まれる。 

 業種別の令和元年上期実績のＢＳＩ値は、製造業と運輸・通信業でプラスからマイナス

となった。さらに令和元年下期予測でも、マイナス傾向が続くと見込まれている。 

 規模別では、Ａ・Ｂの規模に関係なく今期実績はマイナスとなっているが、令和元年下

期予測では、Ａ・Ｂ規模企業ともどもプラスに転じると予測されている。 
  

（３）営業利益 

営業利益 
平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増増増増    

    

加加加加    

減減減減    

    

少少少少    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 19.8 31.0 ▲5.6 11.8 31.7 ▲9.9 15.615.615.615.6    37.537.537.537.5    ▲11.011.011.011.0    9.3 40.5 ▲15.6 

 

製 造 業 21.7 28.3 ▲3.3 11.9 32.0 ▲10.1 16.816.816.816.8    38.438.438.438.4    ▲10.810.810.810.8    9.8 41.0 ▲15.6 

卸・小売業 15.3 32.2 ▲8.5 7.0 30.2 ▲11.6 11.911.911.911.9    40.740.740.740.7    ▲14.414.414.414.4    5.3 50.9 ▲22.8 

飲 食 業 20.8 45.8 ▲12.5 20.0 45.0 ▲12.5 20.020.020.020.0    52.052.052.052.0    ▲16.016.016.016.0    8.0 60.0 ▲26.0 

運輸・通信業 25.0 0.0 12.5 6.7 33.3 ▲13.3 0.00.00.00.0    12.512.512.512.5    ▲6.36.36.36.3    12.5 12.5 0.0 

建 設 業 20.8 31.3 ▲5.3 15.5 19.0 ▲1.7 14.614.614.614.6    31.331.331.331.3    ▲8.48.48.48.4    8.7 28.3 ▲9.8 

サービス業 15.6 37.8 ▲11.1 10.4 38.8 ▲14.2 17.417.417.417.4    32.632.632.632.6    ▲7777....6666    13.0 32.6 ▲9.8 

Ａ規模企業 22.2 25.9 ▲1.9 12.4 23.7 ▲5.7 14.814.814.814.8    40.740.740.740.7    ▲13.013.013.013.0    12.5 31.3 ▲9.4 

Ｂ規模企業 19.1 32.5 ▲6.7 11.7 34.3 ▲11.3 15.915.915.915.9    36.636.636.636.6    ▲10.410.410.410.4    8.4 43.2 ▲17.4 

 各企業における営業利益を全体的にみると、平成 30 年下期実績のＢＳＩ値は▲５.６、

令和元年上期実績▲１１.０、令和元年下期予測▲１５.６と、約５ポイントずつ悪化傾向

を示しており、前期調査に引き続き、利益減少を予測する企業が多数であった。 

 業種別にみると、全業種でマイナスとなっている。規模別の今期実績をみると、事業規

模が大きいＡ規模企業のマイナス値が大きいため、国際情勢が要因と推測される。 
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（４）資金繰り 

資金繰り 
平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

楽楽楽楽        

であであであであ    

    るるるる    

苦苦苦苦    

しししし    

いいいい    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 11.0 17.3 ▲3.2 9.9 16.5 ▲3.3 9.49.49.49.4    18.618.618.618.6    ▲4.64.64.64.6    6.3 19.6 ▲6.7 

 

製 造 業 13.1 15.8 ▲1.4 13.1 15.7 ▲1.3 10.810.810.810.8    16.816.816.816.8    ▲3.03.03.03.0    6.5 17.3 ▲5.4 

卸・小売業 10.7 19.6 ▲4.5 7.1 21.4 ▲7.1 10.310.310.310.3    22.422.422.422.4    ▲6.16.16.16.1    8.8 24.6 ▲7.9 

飲 食 業 4.2 33.3 ▲14.6 9.5 33.3 ▲11.9 4.04.04.04.0    36.036.036.036.0    ▲16.016.016.016.0    0.0 32.0 ▲16.0 

運輸・通信業 0.0 25.0 ▲12.5 6.7 13.3 ▲3.3 0.00.00.00.0    25.025.025.025.0    ▲12.512.512.512.5    0.0 25.0 ▲12.5 

建 設 業 14.6 8.3 3.2 6.9 5.2 0.9 14.614.614.614.6    6.36.36.36.3    4.24.24.24.2    10.6 6.4 2.1 

サービス業 4.3 19.6 ▲7.7 6.1 21.2 ▲7.6 2.12.12.12.1    23.423.423.423.4    ▲10.710.710.710.7    2.2 28.3 ▲13.1 

Ａ規模企業 18.5 4.9 6.8 14.6 8.3 3.1 14.814.814.814.8    7.47.47.47.4    3.73.73.73.7    13.6 3.7 5.0 

Ｂ規模企業 8.8 20.8 ▲6.0 8.4 19.2 ▲5.4 7.97.97.97.9    21.721.721.721.7    ▲6.96.96.96.9    4.2 24.0 ▲9.9 

 各企業における資金繰りの状況を全体的にみると、実績の２期間及び予測においてもマ

イナスを示していることから、依然苦しい状況が続くと予測されている。 

 業種別では、建設業以外の業種で実績の２期間及び予測においてもマイナスを示してお

り、未だ改善の兆しが見られないとしている。 

 規模別では、Ａ規模企業は楽であるとの回答が多くを占めているが、Ｂ規模企業では引

き続き苦しい状況が続く見通しである。 
     

（５）借入れ 

借入れ 
平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

容 

 

易 

困 

 

難 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

容 

 

易 

困 

 

難 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

容容容容    

    

易易易易    

困困困困    

    

難難難難    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

容 

 

易 

困 

 

難 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 15.3 8.9 3.2 14.0 7.1 3.4 15.415.415.415.4    9.69.69.69.6    2.2.2.2.9999    12.2 10.8 0.7 

 

製 造 業 16.0 8.3 3.9 16.6 7.8 4.4 15.415.415.415.4    9.39.39.39.3    3.13.13.13.1    13.6 10.3 1.7 

卸・小売業 14.5 10.9 1.8 7.1 11.9 ▲2.4 14.514.514.514.5    10.910.910.910.9    1.81.81.81.8    13.0 13.0 0.0 

飲 食 業 8.3 8.3 0.0 9.5 0.0 4.8 12.012.012.012.0    12.012.012.012.0    0.00.00.00.0    4.0 12.0 ▲4.0 

運輸・通信業 12.5 12.5 0.0 6.7 13.3 ▲3.3 12.512.512.512.5    12.512.512.512.5    0.00.00.00.0    0.0 12.5 ▲6.3 

建 設 業 27.7 4.3 11.7 14.0 1.8 6.1 29.229.229.229.2    2.12.12.12.1    13.613.613.613.6    19.6 2.2 8.7 

サービス業 4.5 13.6 ▲4.6 14.1 7.8 3.1 4.44.44.44.4    15.615.615.615.6    ▲5.65.65.65.6    4.5 18.2 ▲6.9 

Ａ規模企業 25.9 2.5 11.7 20.0 3.2 8.4 25.925.925.925.9    2.52.52.52.5    11.711.711.711.7    23.5 3.7 9.9 

Ｂ規模企業 12.2 10.8 0.7 12.1 8.4 1.9 12.412.412.412.4    11.711.711.711.7    0.40.40.40.4    8.9 12.9 ▲2.0 

 各企業における借入れの状況を全体的にみると、全ての期間の実績と予測でプラスを示

しており、比較的容易と感じている企業が多数であった。 

 業種別では、サービス業以外の業種でプラスの結果となっているが、令和元年下期予測

では、飲食業や運輸・通信業において、現状より困難になるのではとの見方がでている。 

 規模別では、今期の実績ではＢ規模企業でも容易と捉えている企業が上回っているが、

来期予測では困難になると捉える企業が上回る見通しである。 
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（６）設備投資 

設備投資 
平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増増増増    

    

加加加加    

減減減減    

    

少少少少    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 12.4 13.7 ▲0.7 14.5 13.5 0.5 16.016.016.016.0    14.914.914.914.9    0.60.60.60.6    9.3 17.0 ▲3.9 

 

製 造 業 15.4 11.0 2.2 16.1 9.8 3.1 17.417.417.417.4    12.512.512.512.5    2.52.52.52.5    9.2 15.2 ▲3.0 

卸・小売業 7.0 26.3 ▲9.7 0.0 28.6 ▲14.3 8.68.68.68.6    29.329.329.329.3    ▲10.410.410.410.4    10.5 28.1 ▲8.8 

飲 食 業 8.3 12.5 ▲2.1 25.0 20.0 2.5 20.020.020.020.0    12.012.012.012.0    4.04.04.04.0    8.0 16.0 ▲4.0 

運輸・通信業 12.5 12.5 0.0 13.3 13.3 0.0 12.512.512.512.5    12.512.512.512.5    0.00.00.00.0    0.0 12.5 ▲6.3 

建 設 業 8.3 8.3 0.0 14.0 12.3 0.9 14.614.614.614.6    8.38.38.38.3    3.23.23.23.2    12.8 10.6 1.1 

サービス業 13.3 15.6 ▲1.2 16.7 13.6 1.5 20.020.020.020.0    15.615.615.615.6    2.22.22.22.2    6.8 18.2 ▲5.7 

Ａ規模企業 18.5 7.4 5.6 20.8 8.3 6.3 30.930.930.930.9    12.312.312.312.3    9.39.39.39.3    17.3 12.3 2.5 

Ｂ規模企業 10.6 15.5 ▲2.5 12.5 15.2 ▲1.3 11.811.811.811.8    15.715.715.715.7    ▲2.02.02.02.0    7.0 18.3 ▲5.7 

 各企業における設備投資の状況を全体的にみると、平成 30 年下期のＢＳＩ値はマイナス

であったが、令和元年上期実績では若干のプラス値を示している。 

 業種別ＢＳＩ値の今期実績は、卸・小売業のみマイナスとなっており、令和元年下期予

測になると、建設業以外の全ての業種でマイナスになると見込んでいる。規模別では、全

ての期間でプラスを示しているＡ規模企業でも来期予測の数字は減少しており、今期実績

でもマイナスを示しているＢ規模企業では、今後もさらなる減少が予測されている。 
        

（７）雇用 

雇 用 
平成 30 年 7 月～12 月 平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月～月～月～月～令和令和令和令和元年元年元年元年 6666 月月月月    令和元年 7 月～12 月 

実  績 予  測 実実実実        績績績績    予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増増増増    

    

加加加加    

減減減減    

    

少少少少    

ＢＢＢＢ    

ＳＳＳＳ    

ＩＩＩＩ    

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 6.8 12.3 ▲2.8 10.5 10.5 0.0 10.110.110.110.1    13.113.113.113.1    ▲1.51.51.51.5    8.5 11.5 ▲1.5 

 

製 造 業 8.2 13.2 ▲2.5 10.3 6.7 1.8 11.411.411.411.4    14.114.114.114.1    ▲1.41.41.41.4    9.7 12.4 ▲1.4 

卸・小売業 13.8 0.0 6.9 5.0 17.5 ▲6.3 13.813.813.813.8    3.43.43.43.4    5.25.25.25.2    8.8 0.0 4.4 

飲 食 業 0.0 16.7 ▲8.4 15.0 25.0 ▲5.0 0.00.00.00.0    29292929.2.2.2.2    ▲14.614.614.614.6    0.0 25.0 ▲12.5 

運輸・通信業 0.0 50.0 ▲25.0 14.3 21.4 ▲3.6 12.512.512.512.5    37.537.537.537.5    ▲12.512.512.512.5    0.0 50.0 ▲25.0 

建 設 業 0.0 10.4 ▲5.2 10.3 8.6 0.9 4.24.24.24.2    8.38.38.38.3    ▲2.12.12.12.1    8.5 10.6 ▲1.1 

サービス業 4.4 17.8 ▲6.7 12.3 12.3 0.0 11.111.111.111.1    13.313.313.313.3    ▲1.11.11.11.1    9.1 9.1 0.0 

Ａ規模企業 9.9 16.0 ▲3.1 13.4 16.5 ▲1.6 22.22.22.22.2222    16.016.016.016.0    3.13.13.13.1    14.8 12.3 1.3 

Ｂ規模企業 6.0 11.3 ▲2.7 9.5 8.5 0.5 6.66.66.66.6    12.212.212.212.2    ▲2.82.82.82.8    6.7 11.3 ▲2.3 

 各企業における雇用の状況を全体的にみると、令和元年上期実績では｢増加｣とした企業

１０.１％、｢減少｣とした企業１３.１％、ＢＳＩ値▲１.５と前期に比べるとマイナスなが

ら若干改善している。業種別では、卸・小売業以外がマイナス傾向にあり厳しい雇用情勢

が窺える。規模別では、より多くの雇用を抱えるＡ規模企業の方が以前は厳しい状況にあ

ったが、今期実績でプラスに回復し、来期予測もプラスで推移している。Ｂ規模企業では

来期予測でもマイナスと、厳しい雇用情勢が続くと見られる。 
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４．当面の経営上の問題点 

 この調査は、企業における経営上の問題点（複数回答）について調査したものであり、

全企業を平均して最も多いのは「売上・受注不振」の４５.９％であり、ついで「求人難」

３８.５％、「原材料価格高」３１.８％、「人件費の高騰」３０.８％、「商品価格･受注単価

安」２２.８％の順になっており、５期振りに「売上・受注不振」が「求人難」を抜いた。 

 業種別にみると、製造業で最も多くの企業が問題にしているのは、「売上・受注不振」の

５０.５％、ついで「求人難」の３７.８％、「原材料価格高」の３２.４％、「人件費の高騰」

の３０.３％、「商品価格・受注単価安」の２４.５％となっている。卸・小売業では、「売

上・受注不振」の５４.２％が最も多く、ついで「人件費の高騰」と「原材料価格高」の２

３.７％、「求人難」の２２.０％、「商品価格・受注単価安」が２０.３％となっている。飲

食業では、「原材料価格高」の７６.９％が最も多く、ついで「人件費の高騰」の５３.８％、

「求人難」の４２.３％、「売上・受注不振」の３４.６％、「消費税価格転嫁困難」の１９.

２％となっている。運輸・通信業では、「求人難」が７５.０％と最も多く、ついで「人件

費の高騰」の３７.５％、「商品価格・受注単価安」「原材料価格高」「資金借入難」の１２.

５％となっている。建設業では「求人難」の５１.０％が最も多く、「売上・受注不振」の

３６.７％、「原材料価格高」の２８.６％、「人件費の高騰」の２６.５％、「商品価格･受注

単価安」の２４.５％となっている。サービス業では「求人難」と「売上・受注不振」の４

０.４％が最も多く、ついで「人件費の高騰」の３１．９％、「商品価格・受注単価安」の

２３.４％、「原材料価格高」の２１.３％となっている。 

 規模別の全企業平均をみると、Ａ規模企業で最も多いのは、「求人難」の５９.３％、つ

いで「人件費の高騰」４８.１％、「売上・受注不振」３８.３％、「原材料価格高」２７.

２％、「商品価格・受注単価安」の１６.０％の順であるの対し、Ｂ規模企業では「売上・

受注不振」が４８.０％と最も多く、ついで「原材料価格高」３３.１％、「求人難」３２.

８％、「人件費の高騰」２６.０％、「商品価格･受注単価安」２４.７％の順となっている。 

  

５．10 月に予定されている消費税増税後の不安点について 

 この調査は、10 月に予定されている消費税増税後の不安点について、選択式で調査した

もので、３０４社の回答があった。 

 事業所における消費税増税後の不安点について、最も多い回答は１０４社の「駆け込み

需要の反動」で、回答事業者の３４.２％を占めた。ついで多かったのが「増税後の価格転

嫁」で９８社、回答事業者の３２.２％であった。また「取引先等の値引き要請への対応」

についても４３社、１４.１％が不安点としている。 

 今回の増税で大きな変更点となる「軽減税率など複雑になる税務処理」については、９

７社（３１.９％）が、「インボイス導入時の事務負担増」については、３６社（１１.８％）

が不安点としており、また消費者へのポイント還元で消費喚起するための「キャッシュレ

スへの対応」については、５７社（１８.７％）が不安と感じている。 

 しかしながら、「準備がまだできていない」と回答した事業所も５６社（１８.４％）と

全体の１／６を占め、また「今回の増税に対して情報不足」と捉えている事業者も４３社

（１４.１％）存在している。 
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主要指摘問題点の業種別グラフ（上位５つ） 

 

                                 ■今回調査 

                                 □前回調査 

《全業種》

《製造業》

 

《卸・小売業》 
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《飲食業》 

 

《運輸・通信業》 

 

《建設業》 

 

《サービス業》 

 

 


